（様式３）

参　加　資　格　確　認　書

　斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】の提案参加資格としての下記の事項について、参加資格（１）から（１８）について自社確認を行ったうえで、該当しており、事実と相違ないことを誓約します。


所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞


（１）令和８年度において斑鳩町入札参加資格を有しており、かつ、給食業務の取り扱いを明記していること。
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。
（３）公示日から受託候補者特定の日までの間に斑鳩町建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領（平成２３年１２月斑鳩町要領第３号）又は斑鳩町物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領（平成２３年１２月斑鳩町要領第４号）による入札参加停止措置を受けていないこと。
（４）企画提案書等の提出日において、国税、地方税の滞納がないこと。
（５）破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申立てがなされていないこと。
（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てをしていないこと又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てをしていないこと。ただし、会社更生法の規定による再生計画又は民事再生法の規定による再生計画について、裁判所の認可決定を受けた者を除く。
（７）次のアからオまでのいずれの場合にも該当しないこと。
ア　役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（町との契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、法人格を持たない団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。
【次項あり】
イ　暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
ウ　役員等が、その属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
オ　上記ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
（８）町が示す「斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】委託仕様書」の業務内容を確実に遂行できる安定的かつ健全な財政能力及び人的体制を有していること。
（９）食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５５条の規定による営業の許可を有すること。
（１０）基準日（令和８年９月１日）時点において従業員数が２００名以上いること。
（１１）集団給食業務の受託実績が過去１０年以内に５件以上あること。
（１２）奈良県、大阪府、京都府、滋賀県、和歌山県又は兵庫県に本店又は営業所を有するとともに、同区域内において、保育所（認定こども園を含む。以下同じ。）の給食調理業務の受託実績が過去１０年以内に３年以上あること。
（１３）栄養士又は調理師の資格を有し、かつ保育所又は学校給食施設において、１年以上の調理経験を有する者を各園に１名以上、常時当該業務に従事させることができること。
（１４）基準日（令和８年９月１日）から過去３年の間に、集団給食業務において食品衛生法の営業停止等の処分を受けていないこと。
[bookmark: _GoBack]（１５）製造物責任法（平成６年法律第８５号）第３条の規定に定める損害賠償責任を履行するため、生産物賠償責任保険に加入していること。
（１６）従業員に対し、安全・衛生教育が徹底され、かつ、「保育所における調理業務の委託について」、「児童福祉施設等における食事の提供ガイド」、「保育所における感染症対策ガイドライン」その他のこども家庭庁・厚生労働省・文部科学省が定めるマニュアルその他関係通知等に基づき、自社の衛生管理マニュアルを確立し、現にこれに基づき調理業務を行っていること。
（１７）保育所給食の意義や特色を十分理解し、その円滑な実施に協力できること。
（１８）上記の条件に適合する業務代行保証人を得ることができること。

